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新聞は、国の内外で日々起きる広範なニュースや情
報を正確に報道し、多様な意見・論評を広く国民に
提供することによって、民主主義社会の健全な発展
と国民生活の向上に大きく寄与している。

新聞が果たす公共的・社会的役割は、全国津々
浦々に張り巡らされた戸別配達網・新聞販売所の活
動によって支えられている。

はじめに

デジタル化が進み、多様な情報伝達手段が登場する
今日だが、新聞は中核的メディアとして機能している。
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加盟社数：

新聞96社 通信4社 放送22社（2024年3月時点）

新聞・通信社従業員数：

91社（法人単位）3万4597人（2023年4月時点）

発行部数：

2859万486部 （2023年10月時点。朝夕刊セット1部換算）

戸別配達率：

95.95％ （2023年10月現在）

1世帯当たり部数：

0.49部 （2023年10月現在）

１．新聞協会の概要
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新聞社

通信社

輸送会社

販売所

印刷工場
販売所は独立事業者
※折り込み広告（新聞に折
り込んであるチラシ）は、新

聞社から独立した新聞販
売所の事業。

１．新聞協会の概要

新聞が届くまで
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読者



新聞・通信社は、企業として、省エネ・リサイ
クル活動を推進し、地球温暖化防止に向けた努
力をする。

新聞・通信社は、報道・言論・事業活動を通じ、
環境問題に対する読者の意識を高める。

１．新聞協会の概要

（基本認識と対応①）
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最大の貢献＝あまねく情報を届けること

報道機関が地球温暖化防止に貢献する手段は、国民にあまねく
情報を伝達すること。日本は環境問題の情報源として「ニュー
スや新聞記事」を挙げる人が多い、とのデータもある。われわ
れは、環境負荷低減を目的に「紙」を減らして「デジタル」媒
体を増やすという考え方はとっていない。「紙」か「デジタ
ル」かの以前に、国民が情報に接する機会を増やすことが重要。

（基本認識と対応②）

１．新聞協会の概要
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「紙」と「デジタル」
一方の需要が増えれば

もう一方が減るというものではない



（環境対策に関する新聞協会の組織）

１．新聞協会の概要

新聞メディアの強化に関する委員会
（15社15人の経営幹部で構成）

｜

新聞・通信社環境対策会議
（15社15人の総務・管理部門責任者で構成）
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２.２０５０年に向けた基本指針の策定
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①報道・広告・事業による環境問題の理解促進

②事業者として取り組む重点項目

③行動計画の検証・見直し

■「新聞協会の環境対策基本指針」策定（２０２３年５月）



２.２０５０年に向けた基本指針の策定
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報道・論評、広告、事業を通じた情報発信により

読者・市民の理解を促進することは、

言論・報道機関として最も大切な役割である。

新聞・通信社は今後も、情報発信に注力し

読者・市民に判断材料を提供する。

①報道・広告・事業による環境問題の理解促進

（基本指針の概要①）



２.２０５０年に向けた基本指針の策定
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以下の取り組みを通じ環境負荷の低減、温室効果ガスの排出削減を進める

•新技術の導入

•省資源、省エネ設備の導入

• リサイクル

•再生可能エネルギーの導入

•森林保全

•輸送委託先への呼び掛け

②事業者として取り組む重点項目

（基本指針の概要②）

現自主行動計画の先の目標設定は、

現計画の達成状況も鑑みながら検討を進める。

③行動計画の検証・見直し



（第３次自主行動計画の策定）

３．自主行動計画の進捗

➢ 2007年10月 「環境対策に関する自主行動計画」

➢ 2013年 4月 「環境対策に関する第２次自主行動計画」

第２次計画の2020年数値目標は、2015年度までに達成を確認。

2016年12月、新たな2030年数値目標を策定し、

「環境対策に関する第３次自主行動計画」に移行。

移行8年目の現在、鋭意努力中。
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（2030年数値目標①）

３．自主行動計画の進捗

数値目標指標は「エネルギー消費原単位」

エネルギー消費量（原油換算・kl）

÷
延べ床面積（㎡）

 

2030年度まで年平均１％削減を目指す
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エネルギー消費原単位算出の分母は

「延べ床面積」

・省エネ法準拠

・エネルギー消費の実態に合致

・削減率が見えやすく、各社の参加を後押し

・新聞印刷工場の性質を考慮

３．自主行動計画の進捗
（2030年数値目標②）
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≪新聞社の印刷工場の特性≫
・印刷から発送完了まで様々な工程があるうち、工場がフル稼働
する印刷時間帯は短い（販売店に届ける時刻が決まっているた
め）。

・照明や空調など建屋系のエネルギー消費量が、機器類を稼働さ
せる動力系よりもウエートが大きい場合が多い。

≪新聞印刷の実態≫
・自社での印刷、グループ会社での印刷、他社への委託など、
社により印刷体制が異なる。

・各社の部数と印刷工場のエネルギー使用量の連動性を把握する
のは難しい。

新聞協会は今後も、生産量ではなく「延べ床面積」により、
エネルギー消費原単位を算出していくことにしている。

３．自主行動計画の進捗
（2030年数値目標③）
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2022年度環境自主行動計画

◎参加社数 ：１０１社

◎カバー率 ：１００％

参加社数、社数カバー率とも

19、20、21年度に続き100％を達成

３．自主行動計画の進捗
（参加社数・カバー率）

（対象＝新聞・通信101社）
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（達成状況）

３．自主行動計画の進捗

現時点でクリア
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2030年数値目標の達成状況（エネルギー消費原単位の推移）

2013年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

エネルギー消費原単位 93.80 74.07 70.76 67.94 66.43 63.54

年平均削減率（％） ▲4.6 ▲4.6 ▲4.5 ▲4.2 ▲4.2

エネルギー消費量
（原油換算・万kl）

23.38 19.19 18.49 17.38 16.91 16.04

延べ床面積（千㎡） 2492.1 2591.1 2613.0 2558.5 2545.6 2524.9

　社数カバー率（％）
　調査回答社数

94.4
102

97.2
104

100
107

100
105

100
102

100
101

※調査は新聞協会加盟新聞・通信社が対象。
※過去のエネルギー消費量などに修正が出た場合は、翌年度に修正後の数値で再計算している。
※年平均削減率はすべて基準年度（2013年度）比。



３．自主行動計画の進捗

【参考】
2013年度比のCO₂排出量削減率▲ 44.9％
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■新技術の導入

・現像不要の無処理刷版の導入（45社）

製版過程で自動現像機を使わないため廃液を排出せず、環境負荷を軽減

 ※2015年度に新聞技術賞を受賞した新技術。その後業界に広がった

・文字や写真を表現する「網点」の高精細化（38社）
必要となるインキ量が減るため、生産段階のエネルギー使用量、CO₂排出量を削減

４．新聞界の環境対策

（新技術の導入、技術開発①）
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■技術開発

＜先進事例＞

・ブランケット復活装置（2023年度新聞技術賞）
インキを新聞用紙に転写するためのゴム製のシート「ブランケット」の厚みを

復活させるための装置を開発。再生されたブランケットは新品よりも耐久性が

高い。使用済みブランケットの廃棄を減らし環境負荷を軽減

・ＡＩを活用し輪転機を自動運転（2022年度新聞技術賞）
  安定した印刷により、損紙の削減に寄与

・ローラ再生装置の開発（2017年度新聞技術賞）
インキを新聞用紙に転写するためのゴムローラーの再生装置を開発。輪転機1セットあ

たり140～200本のゴムローラーのゴム巻き替えや研磨を内製化し、省資源化に寄与

４．新聞界の環境対策

（新技術の導入、技術開発②）
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優れた技術の顕彰と情報共有

技術開発は各社対応が原則。

新聞協会は優れた技術の顕彰（新聞技術賞）、

機関誌やセミナーでの紹介などを通じ、業界内の情報共有と

意識向上に努めている。

４．新聞界の環境対策

（新技術の導入、技術開発③）
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・工場のターボ冷凍機更新。電力使用量を年386,950kWh削減

・ボイラー更新。都市ガス使用量を年45,000㎥削減

・工場の空冷チラーをモジュールチラーに更新。電力使用量を年約67,000kWh

削減

（省エネ型設備の導入〈2022年度〉①）

４．新聞界の環境対策

■熱源設備の更新（10社）
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■空調設備の更新（31社）
・工場の空調機更新。電力使用量を年467,180kWh削減

・工場のエアコン更新。30～40％の節電効果

・工場の空気調和機をインバーター化。電力使用量を月24,000kWh削減

■電気設備の更新（10社）
・省エネ効果の高いトップランナー型変圧器に更新。7～8%の消費電力減につ

ながった



・輪転機4セットを更新。旧輪転機のモーターと比べて年間の消費電力量が30％ほど抑制

できる想定

・輪転機の設計変更で、駆動に必要なモーターを50個から30個に削減。1日当たり291kWh

の電力使用量を削減

・4×2輪転機から小型の4×1輪転機に更新。消費電力が減少した

・CTP版の縦幅が短い最新の輪転機導入で用紙の縦サイズを短くし、用紙使用量の約１％

を節減

・輪転機インキシリンダ冷却水ポンプをスケジュール運転から機械連動運転に変更。年間

電気使用量18,000kWhの省エネ効果

（省エネ型設備の導入〈2022年度〉②）

４．新聞界の環境対策

■輪転機の更新（7社）
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・センサーPC入れ替え。電力使用量13,300kWh削減

・コンプレッサーのインバーター化。電力使用量を月27,000kWh削減

（省エネ型設備の導入〈2022年度〉③）

４．新聞界の環境対策

■印刷周辺機器の更新（10社）

23

・新聞製作システムのサーバーを仮想化。物理サーバー29台から、仮想サーバー3台と物

理サーバー3台に移動した。台数減で消費電力削減効果があったとみられる

・新紙面製作システムを導入。モニターレス化でモニター用紙を43％、トナーを50％削減

■新聞製作システムの更新（7社）

・編集基幹システムを社内サーバーからクラウドに移行

・新聞製作システムの更新で電気使用量が少なくなった

■サーバーの更新・クラウド移行（7社）



■LED照明への切り替え（37社）
・本社、駐車場、人工庭園の照明を切り替え。電力使用量を年698,584kWh削減

・工場の照明を切り替え。電力使用量を年43,000kWh削減

・本社の照明を切り替え。電力使用量を年78,914kWh削減

■照明周辺機器の導入・更新（5社）
・人感センサーの導入

■遮熱材の導入（6社）
・窓ガラスへ遮光・遮熱フィルムの貼付

■その他（5社）
・カラー大ゲラを電子化し、出力機の台数と用紙の使用量を削減

・電子申請・稟議システムの導入による紙の削減

（省エネ型設備の導入〈2022年度〉④）

４．新聞界の環境対策
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・印刷損紙節減策の実施（66社）

新聞印刷の際に発生する商品にならない紙（損紙）を削減

・環境対応型インキの使用（58社）

溶剤に大豆油を使ったインキの導入や、高濃度インキ採用による使用量減

・印刷色見本の電子化（モニタープルーフ）（43社）

色彩表現などの確認作業を紙からモニターへ移行

・巻取紙の芯の径を小さく変更（21社）

芯際に残る紙の量と損紙を削減

・記事の校正・校閲の電子化（20社）

紙を使っていた原稿の確認作業を電子化

（導入済みの省エネ・省資源策①）

４．新聞界の環境対策

■新聞製作関連（計73社）
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〈その他の事例〉

・新聞搬送設備の節電機能設置

・紙プルーフ裏面再利用

・輪転機立ち上げ時の白損紙を断裁機にかけて発送敷き紙に再利用

・巻取紙の㎡あたりの秤量を削減（新聞用紙の軽量化）

・編集局内で共有する出稿予定メモをPDF化。紙の印刷は個人用ＰＣ端末を持た

ない整理班に限定。紙出力75％減

■新聞製作関連
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（導入済みの省エネ・省資源策②）

４．新聞界の環境対策



・LED照明の導入（86社）

・照明の間引き（69社）

・人感センサーの導入（64社）

・自動調光システムの導入（14社）

・反射板の取り付け（11社）

■照明関連（計94社）
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（導入済みの省エネ・省資源策③）

４．新聞界の環境対策



・遮光・遮熱フィルムの導入（27社）

・熱反射型ガラスの採用（13社）

・窓ガラスに遮熱塗料塗布（5社）

〈その他の事例〉

・トタン屋根部分に断熱塗装

・支局の窓に断熱・保温のためのポリカーボネート板を設置

・ダブルスキンガラス内部に自動制御ブラインドを設置

・印刷工場の外壁修繕、事務所のサッシ更新。建物内の気密性が向上した

■遮熱対策（計36社）
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（導入済みの省エネ・省資源策④）

４．新聞界の環境対策



・新聞古紙（77社） ・印刷損紙（71社） ・アルミ製の刷版（62社）

・新聞梱包バンド（37社） ・新聞梱包フィルム（28社）

〈その他の事例〉

・芯残紙（巻取紙の芯際に残る紙）のリサイクル

・印刷損紙を「印刷されていない新聞紙」として商品化。緩衝材や料理、掃除な

どに使える紙として5kg、10kg単位で販売している

■資材のリサイクル（計84社）
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（導入済みの省エネ・省資源策⑤）

４．新聞界の環境対策



■その他の取り組み

・温室効果ガス排出量削減に向け、スコープ1･2･3の算定に取り組んでいる

・主催する駅伝大会で、大会運営で生じるCO₂を植林などの環境保護活動に寄付すること

で排出量と相殺するカーボンオフセットの取り組みをしている

・新聞古紙を読者宅などから集め、再資源化して新聞用紙に活用する「循環型（クローズ

ド・ループ）古紙回収」を全県に拡大。製紙工場、古紙回収業者、新聞販売店の連合会

と事業協力

・本社が入居するビルが、建築物の環境性能の評価システム「CASBEE-不動産評価認証」

（住宅・建築SDGs推進センター認定）で最高位のSランクを取得
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（導入済みの省エネ・省資源策⑥）

４．新聞界の環境対策



（輸送部門の取り組み①）
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・共同輸送による輸送効率化（41社）

・エコドライブの推奨（40社）

・輸送委託社へのアイドリングストップ呼びかけ（38社）

・輸送ルートの柔軟な見直しによる輸送効率化（33社）

・環境に配慮した車両の導入の推奨（29社）

・グリーン経営認証の取得（2社）

■輸送部門の取り組み

４．新聞界の環境対策



（輸送部門の取り組み②）
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〈先進事例〉
・他業種との共同輸送

外食チェーンと提携し、新聞輸送のトラックに調理用の塩などを混載。国土交

通、経済産業、農林水産の3省から物流総合効率化法に基づく計画認定を受け

た。CO₂削減効果は年間1.3トン

・EVトラックによる新聞輸送

輸送を委託する運送会社がEVトラックを1台購入し、新聞社側は充電器の設備

費など負担した。23年6月までに約3万6000kmを走破

〈その他〉

・デジタルタコグラフの導入による省燃費運転の推進

・新聞用紙の減斤化（軽量化）による輸送時のCO₂削減

４．新聞界の環境対策



（植林活動①）
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■植林活動

社会貢献事業、環境関連イベントなどで

植林活動を実施（15社）

４．新聞界の環境対策



（植林活動②）

34

〈植林活動の例〉
・1992年に「育林業」を定款に入れ、本格的に植林を開始。森林組合に管理を委

託。年１回職員による「植樹祭」を開いている。植林地の面積は250ha、年間

のCO₂吸収量は4,840t

・新聞社主催の企画で、県内各地に植林している。植林地の面積は約14.5ha

・分収造林制度を活用して約3万本のヒノキを植樹。その後、スギやサクラも補

植した。植林地の面積は9.87ha、年間のCO₂吸収量は10～30t-CO₂/年程度

・新聞販売店が回収した新聞古紙の売却益でトドマツの植樹を実施。植林地の面

積は7.05ha

４．新聞界の環境対策



（植林活動③）

35

・新聞社と新聞販売店、古紙回収業者の3者で古紙回収推進組織をつくり、植樹

事業を続けている。事業費には古紙回収の売上金の一部を充てている。植樹先

は計10か所。2022年度はトドマツ約1,200本を植えた。植林したクヌギやケヤ

キ、ミズナラの苗木は計約8,500本

・キャンペーンへの寄付金や売上の一部をケニアの財団に寄付し、ケニア山麓周

辺地域で継続的に植樹している

・川の流域に桜を植えている。国土交通省や県、推進機構、関係市町村の協力を

得て実施

・読者に呼びかけて集めたドングリを農業高校へ託し、育てた苗木で森づくりに

取り組んでいる

４．新聞界の環境対策



（再生可能エネルギーの活用①）
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■太陽光発電の運用

印刷工場、本支社に太陽光発電パネルを設置（13社）

４．新聞界の環境対策



（再生可能エネルギーの活用②）
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〈印刷工場への設置例〉

・太陽光発電設備を自営。年間の発電量は703,955kWh。全量売電している。

・太陽光発電設備をオンサイトPPA方式で運営。年間の発電量は535,000kWh。

工場で自家消費している。工場の年間電力消費量の11.4％を賄う。

・太陽光発電設備を自営。年間の発電量は185,018kWh。全量売電している。

・太陽光発電設備を自営。年間の発電量は135,000kWh。全量売電している。

４．新聞界の環境対策



（再生可能エネルギーの活用③）
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■再生エネ由来の電力導入、

グリーン電力証書・非化石証書の取得（6社）

４．新聞界の環境対策



（再生可能エネルギーの活用④）
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〈導入例〉

・本社が入居するビルで、非化石証書を組み合わせた実質的な再生可能エネル

ギーの導入を開始。建物で使用するすべての電力を再生可能エネルギー由来

のグリーン電力に切り替えた

・本支社など自社所有のオフィスビルで、再エネ（CO₂フリー）電力プランを

順次導入

・非化石価値電力を年間61,925kWh購入

・入居する共有ビルで、CO₂フリーの再生可能エネルギー由来電力を導入

４．新聞界の環境対策



加盟社間の情報共有

・研修会
〈2023年度〉

再生可能エネルギーの活用動向（新聞社）

〈2022年度〉

改正省エネ法について（資源エネルギー庁・田中瑞樹氏）

再生可能エネルギー由来の電力調達のポイント（日本省電・久保欣也氏）

新聞社の再生可能エネルギー導入事例（新聞3社）

〈2021年度〉

「グリーン電力証書」について（新聞社）

・機関誌で各社の取り組み例を紹介

（再生可能エネルギーの活用⑤）
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４．新聞界の環境対策



■新聞協会の顕彰活動
 ＜近年の「新聞技術賞」受賞作＞

（顕彰活動）

41

・AI技術の活用による輪転機の自動運転（2022年度）

AI技術を活用し輪転機を自動運転。安定した印刷により、損紙の削減に寄与している

・ローラ再生装置の開発（2017年度）

インキを新聞用紙に転写するためのゴムローラーの再生装置を開発。輪転機1セットあ

たり140～200本のゴムローラーのゴム巻き替えや研磨を内製化し、省資源化に寄与

・ブランケット復活装置の開発（2023年度）

インキを新聞用紙に転写するためのゴム製のシート「ブランケット」の厚みを復活さ

せるための装置を開発。再生されたブランケットは新品よりも耐久性が高い。使用済

みブランケットの廃棄を減らし環境負荷を軽減

４．新聞界の環境対策



■新聞協会主催の研修会

2023年度（参加＝39社119人）
・TOPPANの脱炭素の取り組み（TOPPAN）

・CO₂排出量算出の必要性と事業活動への影響（電通）

・環境対策事例報告（新聞社）
テーマ①CO₂排出量の算出、削減の数値目標設定について

テーマ②再生可能エネルギーの活用動向

テーマ③電気代高騰への対応｜設備更新の効果について

2022年度（参加＝29社52人）
・改正省エネ法について（資源エネルギー庁）

・再生可能エネルギー由来の電力調達のポイント（日本省電）

・再生可能エネルギー導入事例（新聞社）

（業界内の環境対策研修会）
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４．新聞界の環境対策



■新聞協会発行の機関誌による情報共有

＜機関誌「新聞技術」の近年の特集＞

・建屋設備の維持・管理

・新聞業界の環境への取り組み

・新聞社・印刷工場の省エネ対策――メーカーからの提案

・高濃度インキの新展開

・高品質を目指して――高精細網点印刷の今

・新聞・通信社の環境対策

（機関誌による情報共有）
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４．新聞界の環境対策



・新聞協会加盟紙の総発行部数

＝2859万486部（2023年10月時点）

・日本の総人口＝1億2541万6877人（2023年1月、住民基本台帳）

・全国の世帯数＝6026万6318（同上）

５．情報発信による貢献

（新聞の普及度）
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→新聞はおよそ「4人に1人」、「2世帯に1世帯」に普及している

→これに加え新聞各社がウェブサイト・電子版でニュースを発信

し、ポータルサイトやニュースアプリなどにも記事を提供して

いる



■国連「SDGメディア・コンパクト」への加盟

・新聞協会は、SDGs達成に向けた国連と報道機関の連携

枠組み「SDGメディア・コンパクト」に加盟

■国連と報道機関の啓発活動「1.5℃の約束－いますぐ動こう、

気温上昇を止めるために。」に参加

・新聞協会は、SDGメディア・コンパクト加盟社の有志が参加する

気候変動問題の啓発キャンペーンにも加わっている

５．情報発信による貢献

（国連との連携①）
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■国連「SDGメディア・コンパクト」に加盟している

会員新聞・通信社

３３社

■国連と報道機関の啓発活動「1.5℃の約束－いますぐ動こう、

気温上昇を止めるために。」に参加している会員新聞・通信社

１７社

５．情報発信による貢献

（国連との連携②）
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■新聞読者の特徴

（各種調査結果①）

47

（n=1000、複数回答）
出典：日本新聞協会「SDGs・SNSの視点から見た新聞メディア・新聞広告――社会課題と情報発信をめぐる意識調査」（2023年）

◇新聞協会「SDGｓと新聞メディア」調査（2023年）

新聞読者はカーボンニュートラル・脱炭素の詳細認知度が高い

５．情報発信による貢献



新聞読者はカーボンニュートラル・脱炭素への関心が高い

（各種調査結果②）
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（n=1000、複数回答）※このうち「SDGs」「カーボンニュートラル、脱炭素」を認知している回答者が対象
出典：日本新聞協会「SDGs・SNSの視点から見た新聞メディア・新聞広告――社会課題と情報発信をめぐる意識調査」（2023年）

５．情報発信による貢献



■報道の影響力

◇電通「SDGsに関する生活者調査」（2023年）

「SDGsの認知経路」（複数回答）

・「テレビ」＝63.5％

・「報道機関や情報機関のWEB・SNS・アプリ」＝37.6％

・「新聞」＝23.8％

５．情報発信による貢献

（各種調査結果③）
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５．情報発信による貢献

（各種調査結果④）

（n=1283、複数回答）
出典：電通「SDGsに関する生活者調査」（2023年）
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SDGsの認知経路



◇内閣府「気候変動に関する世論調査」（2020年）

「気候変動の影響について知った情報源」（複数回答）

・「テレビ・ラジオ」＝93.0％

・「新聞・雑誌・本」＝66.9％

５．情報発信による貢献

（各種調査結果③）
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５．情報発信による貢献

（各種調査結果⑤）
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（n=1654、複数回答）
出典：内閣府「気候変動に関する世論調査」（2020年）

「気候変動に関する世論調査」のデータを基にグラフを作成
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５．情報発信による貢献

（各種調査結果⑥）

53

（サンプル数は米が998、日・豪・印・英が各1000、メキシコ・カナダ999、上位2つを回答）

出典：アメリカン・エキスプレス・インターナショナル「SDGs消費に対する意識調査」（2022年）

◇アメリカン・エキスプレス・インターナショナル「SDGs消費に対する意識調査」(2022年)

「気候変動への対処に目を向ける際、最も影響を受けるもの」

・「ニュースや新聞記事」が64％で最多

・諸外国と比べても「ニュースや新聞記事」と答えた人の割合が多い



■情報発信・啓発活動 （会員社アンケートから）

・環境問題の報道（55社）

・環境をテーマにした広告（55社）

・環境関連イベントの主催・共催・協賛（43社）

・事業者としての取り組み（73社）

■基本方針の策定・社内体制の構築
・社内委員会など環境対策推進体制の構築（31社）

・環境理念・基本方針・自主行動計画の設定（27社）

■外部連携
・地球温暖化防止に向けた企業連合への参画

GXリーグ／気候変動イニシアティブ／日本気候リーダーズ・パートナーシップ

SDGメディア・コンパクト／県のSDGsパートナー

県のストップ温暖化会議、環境に関する企業連絡協議会

県、大学、研究機関、銀行との間で「脱炭素社会の推進に関する包括連携協定」を締結

５．情報発信による貢献

（情報発信①）
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■報道・言論活動の例

・地球温暖化や気候変動に警鐘を鳴らす企画記事

・SDGsに取り組む企業や団体を紹介する連載企画

・環境に関する特設ニュースサイトでの情報発信

■広告活動の例
・環境啓発を目的にした広告企画

■主催事業の例

・環境問題をテーマにしたシンポジウム

・SDGs活動に取り組む個人・団体を対象にした表彰事業

・環境保全活動
森林保全、海岸清掃、衣類のリサイクルなど

※「６．加盟各社の環境啓発活動」（次ページ以降）に事例を抜粋

５．情報発信による貢献

（情報発信②）
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６．加盟各社の環境啓発活動

①朝日地球会議2023（朝日新聞社）

②MOTTAINAIキャンペーン、日韓国際環境賞、毎日地球未来賞（毎日新聞社）

③CO₂削減目標を設定 ～脱炭素に貢献（読売新聞社）

④NIKKEI脱炭素プロジェクト、NIKKEI GX、エコプロ2022、（日本経済新聞社）

⑤ふくのわプロジェクト（産経新聞社）

⑥道新こども新聞 まなぶん（北海道新聞社）

⑦あしたのみどりキャンペーン （河北新報社）
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６．加盟各社の環境啓発活動

⑧富士山クリーンキャンペーン2023（静岡新聞社）

⑨昆虫食プロジェクト（信濃毎日新聞社）

⑩中日新聞社の宣言（中日新聞社）

⑪京都・滋賀ＳＤＧｓプロジェクト（京都新聞社）

⑫吉備の環アクション「里海 未来へ」（山陽新聞社）

⑬SDGsを巡る広島県内の取り組みを紹介（中国新聞社）

⑭新聞社の機能を生かし環境保護の啓発に（西日本新聞社）

⑮地球環境2023（共同通信社）
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６．加盟各社の環境啓発活動 ①朝日新聞社
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朝日地球会議2023
朝日新聞社は毎年秋、国際シンポジウム「朝日地球会議」（環

境省など後援）を開催しています。8回目となる今回は「対話で
ひらく コロナ後の世界」をメインテーマに、 2023年10月9～
11日は東京・有楽町朝日ホールで、12日はオンラインでの配信
のみで開催しました。事前登録者数は6,227人に達し、国内では
全47都道府県から登録がありました。

AIや和食、里山など幅広く議論
新型コロナ関連の規制が緩和され、街ににぎ

わいが戻りましたが、ロシアによるウクライナ
侵攻は収まらず、食料やエネルギー価格の高騰
を招いています。この夏は世界各地で歴史的な
猛暑を記録し、グテーレス国連事務総長が「地
球沸騰の時代が来た」と警告しました。自然災
害も相次ぎ、気候変動問題が、人類にとって
待ったなしの課題であることを改めて思い知ら
されました。
地球会議では約30セッションを発信し、人工

知能（ＡＩ）の進化や気候変動、里山再生、断
熱改修、和食、起業など幅広いテーマを設定し
ました。セッション「『世界の知』と探るＡＩ
新時代」は、フランシス・フクヤマ、エマニュ
エル・トッド、マルクス・ガブリエルの各氏の
対談インタビューの配信と合わせ、日本の専門
家らが生成AIの功罪、新しい時代への視座につ
いて議論を深めました。



６．加盟各社の環境啓発活動 ②毎日新聞社1/3

MOTTAINAIキャンペーン

環境分野で初のノーベル平和賞を受賞したケニア人女性、ワンガ
リ・マータイさんが2005年に毎日新聞社の招きで初来日した際、
「もったいない」という言葉に出会い、感銘を受けた。

「もったいない」には、Reduce（ゴミ削減）、Reuse（再利用）、
Recycle（再資源化）という環境活動の3Rと、かけがえのない地球
資源に対するRespect(尊敬の念)が込められている。マータイさんは
この美しい日本語を世界共通語「MOTTAINAI」として広めることを
提唱し、MOTTAINAIキャンペーンがスタート。持続可能な循環型社
会の構築を目指す日本発の活動として世界に広まった。マータイさ
んが亡くなった後も毎日新聞社がその遺志を引き継ぎ、さまざまな
活動を展開している。

2023年には、新宿ワシントンホテルと連携。コロナ禍が一段落し
インバウンドの回復に合わせて外国人観光客の利用が増える一方で、
朝食ブッフェの食べ残しが増加したことから、「MOTTAINAI」を
キーワードに食べ残しを減らす啓発活動を始めた。ロゴやイラスト
に加え「お食事は食べられる分だけお取りください」というメッ
セージを日英中韓の４カ国語で表記した印刷物を作成し、レストラ
ン入り口や取り皿置き場のほか、卓上の紙ナプキン入れにも掲示し
た。効果はすぐに表れ、ホテルのスタッフによると食べ残しが半分
くらいに減った感触がある。
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６．加盟各社の環境啓発活動 ②毎日新聞社2/3

60

日韓国際環境賞

毎日新聞社と朝鮮日報社は、日韓国交正
常化30周年に当たる1995年、東アジア地
域の経済発展と環境保全の調和を図るた
め「日韓（韓日）国際環境賞」を共同で
創設した。
東アジア地域は、急速な工業化とエネ

ルギー消費の増大に伴う大気汚染、公害
問題が国境を越えて広がっており、地球
温暖化などにより自然環境の劣化も危惧
されている。両社は環境問題を共通テー
マとして顕彰活動を行うことで、両国の
みならず東アジア全体の環境保全への機
運を高め、調和のとれた発展に寄与する
ことを目指している。



６．加盟各社の環境啓発活動 ②毎日新聞社3/3

61

毎日地球未来賞

毎日新聞創刊140年記念事
業として、2011年に「毎日地
球未来賞」を創設した。未来
の子どもたちに良好な環境を
残すため、「食料」「水」
「環境」の3分野で、国内外
の問題解決のために活動する
市民団体や、小中高生・大学
生など若い人たちの活動を顕
彰し、活動を応援している。
東日本大震災が起きた年に

創設したことから、自然災害
の被災者・被災地を対象に、
この３分野で復興に向けた活
動を続ける団体・個人も当面
の表彰対象としている。



６．加盟各社の環境啓発活動 ③読売新聞社
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読売新聞東京本社は2023年4月、気候変動対策を推進する「脱炭
素プロジェクト」への取り組みを発表しました。自社が排出する
温室効果ガス（CO2）に、政府目標と同じ「2030年度の排出量を
13年度比で46％削減する」と数値目標を設定し、具体策を進めま
す。国が設立した民間企業連合「ＧＸリーグ」にも参画し、企業
社会の一員として積極的に行動し、進捗状況などを公表します。

全国10か所で実施する「読売の森」での植樹
活動。森林資源の保護・育成を進める。

▼重点３分野
①温室効果ガス削減の実践
②森林保護、リサイクル、新技術への取り組
み
③報道、事業を通じた脱炭素推進

▼具体的な施策
・ビル、工場での徹底した省エネ、節電
・工場への太陽光発電システム導入
・新聞古紙を回収、再生し、原料として循環、
再資源化する「クローズドループ」

・全国で行う植樹事業「読売の森」
・賛同企業とのシンポジウム開催

2023年4月1日付朝刊CO2削減目標を設定 ～脱炭素に貢献



６．加盟各社の環境啓発活動 ④日本経済新聞社1/3

NIKKEI脱炭素プロジェクト

「NIKKEI脱炭素プロジェクト」は、2050
年までのカーボンゼロ社会の実現を目指し、

日本経済新聞社が2021年4月に立ち上げたプ

ロジェクトです。各分野の専門家で構成され
るNIKKEI脱炭素委員会と脱炭素社会の実現の

ために先進的に取り組む企業が定期的に集ま

り、議論を重ねています。
またNIKKEI脱炭素アワードでは脱炭素社会

の実現に向けて意欲的に取り組む企業、自治

体、NPO・NGO、団体、個人の取り組み（プ

ロジェクト、研究、政策提言など）を表彰す

ることで、それらの取り組みを支援していま

す。
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６．加盟各社の環境啓発活動 ④日本経済新聞社2/3

NIKKEI GX

日本経済新聞社グループは2022年11月に脱炭素の潮流をいち早く伝える「NIKKEI GX」を
創刊しました。温暖化ガスの排出削減を成長機会につなげる「GX（グリーントランスフォー

メーション）」は今や世界中の企業が向き合う課題であり、国内外の企業の先進的な取り組み

のほか、脱炭素に向けた政策や制度を解説し、変革のヒントを提供しています。
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６．加盟各社の環境啓発活動 ④日本経済新聞社3/3

エコプロ2022

エコプロ2022は「SDGs Week EXPO 2022」の総称のもと、SDGs17目標の“見える化”を
キャッチフレーズに、「社会インフラテック」「カーボンニュートラルテック」など、5つの

展示会を同時開催しました。東京ビッグサイトには496社・団体が出展、61,541人が来場、

また同時にオンラインでも開催しました。
脱炭素への取り組み、環境保護活動、社会インフラ維持管理対策、産官学連携などの最新動

向などを紹介し、持続可能な社会の構築に向けた様々な取り組みを発信、環境問題の解決に貢

献しました。

2022年12月7日（水）～12月9日（金） 東京ビッグサイトで開催

2022年11月25日（金）～12月16日（金） オンライン開催

来場者総数 61,541人（内、子ども団体来場8,952人）

オンライン来場者総数 28,228人
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３．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社６．加盟各社の環境啓発活動 ⑤産経新聞社
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衣類のリユースでパラスポーツを応援！

ふくのわプロジェクト

まだ着られる不用衣類を家庭などから寄付してもらい、障害
者スポーツを応援する「ふくのわプロジェクト」。2 0 1 6年の
スタートから８年目を迎えた令和５年9月末現在で累計9 2 8ト
ンの衣類を回収、約1 2 6 7万円がパラ水泳連盟・パラパワーリ
フティング連盟など5つの障害者スポーツ団体に寄付されまし
た。

集まった衣類は、1キロ当たり7～1 0円で専門業者に買い取
られ、その収益金が障害者スポーツ団体に寄付される仕組みで
す。衣類はマレーシア

に運ばれて現地で選別され、世界1 5カ国で再販売されます。
素材やデザインが多様な衣類は、古紙やペットボトルなどに比
べてリサイクル率が高くありません。環境省の「ファッション
と環境調査」によると、日本では年間約4 8万トン、大型ト
ラックで換算すると毎日1 3 0台分もの衣類がごみとして焼却・
埋め立て処分されています。ふくのわプロジェクトでは、衣類
のリユースを促進して、二酸化炭素の排出抑制に貢献していま
す。

回収活動は首都圏を中心に自治体や企業、商業施設、学校な
どにも広がり、これまでにのべ4 0 0校が本プロジェクトに参加
ました。家庭などから直接提携倉庫に送れる宅配回収キット
「おうちでふくのわ」の販売により、全国からも衣類が寄せら
れています。キットの制作や梱包作業では障害者団体や福祉事
業所と連携しています。

また本事業を通じ、パラアスリートと児童・生徒が一緒に競
技を体験する場の創出にも力を入れています。

▲2023年8月27日付 産経新聞全国版朝刊 全30段
立教小学校（東京都豊島区）3·4年生約240人がパラスイマーの
日本代表選手たちにレクチャーを受け、競技を楽しみました。
ふくのわでは教育現場でのパラスポーツの普及に力を入れています。

ふくのわに寄せられた衣
類で服飾専門学校ドレス
メーカー学院は期間限定の
古着屋を運営しています。
売上は競技団体に寄付され、
３年間の活動で同校からの
寄付金は87万円を超えまし
た。



６．加盟各社の環境啓発活動 ⑥北海道新聞社

北海道新聞では「道新こども新聞
まなぶん」を毎月第2、第4土曜日に本
紙朝刊に「折り込みしています。
まなぶんでは「SDGｓ for まなぶ

ん ミライへの17目標」というテーマ
でSDGｓ17目標のうちの一つを毎月取
り上げています。

4月の紙面では、札幌で開催されたG
７環境相会合で議題となった「気候変
動」について取り上げました。（2023
年4月15日紙面）
創刊9年となるまなぶんは、すべての

漢字に振り仮名を付け子どもたちにわ
かりやすい紙面づくりをしています。
また、7月22日よりウエブ版「まな

ぶんデジタル」も始めました。

道新こども新聞 まなぶん
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６．加盟各社の環境啓発活動 ⑦河北新報社

2009年にスタートして以来15年目を迎えたキャンペーン企画。
杜の都のみどりを育む目的で、11年の東日本大震災後には「みどりの再生」もテーマに加えた。
さらに15年からは幼稚園や地域団体からの要望も踏まえ、植林・花壇づくりを支援するなど、50年後も100年後
も、みどり豊かな杜の都であり続けることを願い、「みどりを育む活動」を、市民レベルで広げる取り組みを継続
展開している。（2023年6月29日付朝刊、10月24日付朝刊）

あしたのみどりキャンペーン
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６．加盟各社の環境啓発活動 ⑧静岡新聞社

富士山にまつわる読み物で環境啓蒙
紙面を展開。

今年のテーマは「世界遺産に登録さ
れてから10年」がテーマ。

富士山の自然や文化を後世につなぐ
ため行われた県内各地の取り組みな
どを紹介。

（２０２３年８月１８日付朝刊）

富士山クリーンキャンペーン2023
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６．加盟各社の環境啓発活動 ⑨信濃毎日新聞社1/2

昆虫食プロジェクト

食糧危機や水不足の課題解決のために、古来信州で親しまれてきた「昆虫食」を広めようと2022年から「昆虫み
らいプロジェクト」に取り組んでいる。昆虫を食べる抵抗感を払拭しながら、美味しさを追求。昆虫が生きる循環型
の豊かな自然の大切さを、商品販売やイベントを通じて訴えている。

22年からイナゴ入りのチョコレート、蜂の子やシルクの粉を使った菓子などを商品化。23年8月には、農作物や生
態系への悪影響が著しいニホンジカや、製糸所の副産物としての蚕さなぎを活用したレトルト食品「信州ミライカ
レー」を発売した。
同年夏に都内で開かれた「大昆虫展in東京スカイツリータウン」では、昆虫食の意義や可能性を探るパネルを展示。

栄養価が高く環境負荷が小さい未来食の情報発信に取り組んでいる。
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６．加盟各社の環境啓発活動 ⑨信濃毎日新聞社2/2

昆虫食プロジェクト
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▲信州ミライカレー

▲ 「大昆虫展in東京スカイツリータウン」
展示パネル



６．加盟各社の環境啓発活動 ⑩中日新聞社

中日新聞社の宣言
中日新聞社は、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて、国

連が世界の報道機関などに参加を呼び掛けている「SDGメディア・コ
ンパクト」に加盟しました。

SDGsは気候変動、貧困、不平等をはじめ、地球環境や現代社会が
抱える喫緊の課題の解決を目標に掲げていますが、実現には各国政府
だけでなく、さまざまな団体や企業、市民の協調が不可欠とされてい
ます。
報道機関には、SDGsの理念について広く理解を促したり、目標達

成のための取り組みを支援する大きな役割があります。私たちも
SDGs実現に向けた報道や各種の事業を積極的に展開し、その一翼を
担っていきます。
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ニュースや話題を日々発信するとともに、教育、福祉、防災、文化、
スポーツなど各種事業、顕彰制度、新聞製作や販売の現場、グループ
各社の事業活動において、SDGsのゴール達成に向けたさまざまな取
り組みをしています。その一端を紹介します。



６．加盟各社の環境啓発活動 ⑪京都新聞社

京都・滋賀SDGｓプロジェクト

2022年に、身近なところからＳＤＧｓ達成にむけて具
体的な取り組みを広げようと京都新聞が呼びかけ、京都市、
大津市、亀岡市の行政と京都・滋賀の企業、大学と連携す
る「京都・滋賀ＳＤＧｓプロジェクト」を発足しました。
4年を目処として、貧困や教育、ジェンダー、エネルギー
などの目標について理解を深め、課題解決に向け、様々な
事業に取り組んでいます。

73
▲2022年6月25日付 朝刊

「京滋SDGsプロジェクト」HP



６．加盟各社の環境啓発活動 ⑫山陽新聞社

山陽新聞社は、瀬戸内海の豊かな環境づくりを目指して地域と進める吉備の環アクション「里海 未来へ」に取り
組んでいます。劣化による自然環境への悪影響が懸念されるプラスチックごみなどの回収をはじめ、減量化策を考
えるワークショップなどを各地の住民とともに進めています。
３月１２日には岡山市西部を流れる笹ケ瀬川で、住民や公募ボランティアら計約６００人が参加して清掃活動を

実施。河川敷約９㌔区間に７会場を設け、空き缶や瓶などを含め約１・６㌧を回収しました。また各地の公民館と
連携して用水路の〝ごみゼロ作戦〟も展開しました。
さらに「地域で考え、行動することが重要」と、ワークショップも開催。児童生徒や地域住民らが参加し、海や

川をきれいにするため、自分たちが実践できる対策を考えたり、意見交換したりしました。

吉備の環アクション「里海 未来へ」
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６．加盟各社の環境啓発活動 ⑬中国新聞社

SDGsを巡る広島県内の取り組みを紹介
広島県内で芽生えたＳＤＧｓの動きをより身近に感じてもらうため、３月から毎月１回、「ひろ

しまトライ」と題した１ページ特集を紙面で展開した。「ＳＤＧｓ Ｑｕｅｓｔ みらい甲子園」
広島県大会で上位入賞した高校の取り組み▽客からの寄付金で子どもに食事を無料提供する飲食店
▽ホタルが生息する川の水質保全に励む小学校―などをデータやグラフィックスとともに紹介。広
島県が１７の目標達成にどれだけ近づいているか、現状を併せて伝えた。

75▲フードリボンプロジェクト ▲広島城北中高

三
次
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立
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小
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面



６．加盟各社の環境啓発活動 ⑭西日本新聞社1/2

新聞社の機能を生かし環境保護の啓発に
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西日本新聞社は、報道はもとより企画やベントなど、新聞社
の様々な機能を通じて環境保護の啓発に努めています。
国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に取り組む地場企業

を支援するプロジェクト「未来をつくろう Make Fukuoka
SDGｓ」の立ち上げや、CO2削減の重要性を伝える講演会を開
催しています。
支援プロジェクトは２０２２年９月、福岡県内の銀行、テレ

ビ局、広告代理店の３社と連携し活動基盤を構築。達成期限の
３０年ごろに成人する福岡県内の小学４～６年生が記者となり、
目標実現に取り組む地場企業を取材し新聞広告やテレビCMで広
く発信しています。

２３年に福岡と
東京で開いた講演
会では、脱炭素社
会への転換やカー
ボンニュートラル
の必要性をテーマ
に据え、専門家を
講師として招きま
した。



６．加盟各社の環境啓発活動 ⑭西日本新聞社2/2

未来をつくろう Make Fukuoka SDGｓ
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６．加盟各社の環境啓発活動 ⑮共同通信社

地球環境２０２３

78

２００７年から毎月１回、配
信している環境問題特集の２３
年版の一つ。読者に環境問題へ
の関心を持ってもらうための企
画記事としていろいろなテーマ
を取り上げています。ここでは
再生可能エネルギーとともに、
温暖化対策の柱になる省エネ
（エネルギーの効率的な利用）
について世界と日本の現状をま
とめました。



７．最後に

➢ 戸別配達網によって紙の新聞が読者に届けられることが
日本社会の安定に寄与している。

➢ 新聞はほとんど再生紙を使っている。

➢ 各社は従来から啓発記事などを積極的に発信して、環境
問題の重要性を読者に伝えてきた。同時に自社ビルや関
連施設などで省エネに努力し続けている。

日ごろはスクープ競争でライバル関係にある加盟各社だ
が、環境問題についての考え方は、各社の経営トップを
含め加盟全社で共有している。
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７．最後に

新聞・通信各社は

今後も民主主義の発展に寄与し、

環境負荷低減の牽引役となるよう

業界を挙げて引き続き努力する。
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日本新聞協会ホームページ「Pressnet」

「新聞界における環境への取り組み」

https://www.pressnet.or.jp/about/environment/index.html

（注）当資料に収録する記事やデータ類の無断利用、転載を禁じます。
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